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第１章 

生 活 支 援 

 

 

 

（１） 相談支援体制の構築 

（２） 障害福祉サービス等の利用の推進 

（３） 障害児支援の充実 

（４） 福祉用具の支給 

（５） 情報提供の充実等 

（６） 意思疎通支援の充実 

  



1 1 1

１．船橋市自立支援協議会によ
る障害のある人への支援体制の
整備

①関係機関等が相互の連絡を図ることにより、地域に
おける障害者等への支援体制に関する課題について情
報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るととも
に、地域の実情に応じた体制の整備についての協議を
船橋市自立支援協議会にて行っています。

①船橋市自立支援協議会にて課題別専門部会の報告等を踏まえた検討を行い、障害福祉施策に関する
協議を行うとともに、関係機関等の相互の連絡や障害者施策等に関する情報共有を図ることにより、
連携の緊密化や地域の実情に応じた体制の整備を図ります。
また、住み慣れた地域で暮らすための地域包括ケアの取組を進めるため、専門部会において障害のあ
る人の地域生活を支援する相談支援事業所や地域生活支援拠点等との包括的ネットワーク作りを検討
します。

2 1 1

１．船橋市自立支援協議会によ
る障害のある人への支援体制の
整備

②船橋市自立支援協議会に専門部会を設置し、課題別
の検討事項について協議を行っています。

②課題別専門部会にて障害者支援等における課題等を共有するとともに、改善方策について協議を行
い、船橋市自立支援協議会への報告を通じて施策の立案や改善に結び付けます。

3 1 1

１．船橋市自立支援協議会によ
る障害のある人への支援体制の
整備

②船橋市自立支援協議会に専門部会を設置し、課題別
の検討事項について協議を行っています。

②課題別専門部会にて障害者支援等における課題等を共有するとともに、改善方策について協議を行
い、船橋市自立支援協議会への報告を通じて施策の立案や改善に結び付けます。

4 1 1

２.相談支援体制の構築 船橋障害者相談支援事業所連絡協議会において、各相
談支援事業に係る諸問題の検討及び研究、関係機関・
団体等のネットワークづくりなど相談支援体制の構築
を図っています。

船橋障害者相談支援事業所連絡協議会での研修会や制度の研究を通じて相談支援体制の質的向上を図
ります。

5 1 1

２.相談支援体制の構築 船橋障害者相談支援事業所連絡協議会において、各相
談支援事業に係る諸問題の検討及び研究、関係機関・
団体等のネットワークづくりなど相談支援体制の構築
を図っています。

船橋障害者相談支援事業所連絡協議会での研修会や制度の研究を通じて相談支援体制の質的向上を図
ります。

6 1 1

３．計画相談支援の推進 平成２６年度末までに障害福祉サービス利用者のサー
ビス等利用計画及び障害児利用計画の作成が求められ
ており、利用者に対して個別に勧奨するなど計画相談
支援を推進しています。

利用者に対しては、市のホームページや障害福祉のしおり、ケースワーカーなどを通じて周知を行
い、障害のある人や障害のある子どもとその家族に対する計画相談支援の充実に努めていきます。
サービス等利用計画の作成を行う指定特定相談支援事業所及び障害児相談支援事業所の整備に当たっ
ては、相談支援事業所の集まりである、「船橋障害者相談支援事業所連絡協議会」、社会福祉法人で
構成されている「船橋市障害福祉施設連絡協議会」、NPO法人等で構成される「船橋障がい者地域福
祉連絡会」などと連携を図りながら、指定特定相談支援事業所及び障害児相談支援事業所の整備に取
り組みます。

7 1 1

３．計画相談支援の推進 平成２６年度末までに障害福祉サービス利用者のサー
ビス等利用計画及び障害児利用計画の作成が求められ
ており、利用者に対して個別に勧奨するなど計画相談
支援を推進しています。

利用者に対しては、市のホームページや障害福祉のしおり、ケースワーカーなどを通じて周知を行
い、障害のある人や障害のある子どもとその家族に対する計画相談支援の充実に努めていきます。
サービス等利用計画の作成を行う指定特定相談支援事業所及び障害児相談支援事業所の整備に当たっ
ては、相談支援事業所の集まりである、「船橋障害者相談支援事業所連絡協議会」、社会福祉法人で
構成されている「船橋市障害福祉施設連絡協議会」、NPO法人等で構成される「船橋障がい者地域福
祉連絡会」などと連携を図りながら、指定特定相談支援事業所及び障害児相談支援事業所の整備に取
り組みます。

8 1 1

４．基幹相談支援センター「ふ
らっと船橋」による相談支援の
充実

平成２４年１０月より基幹相談支援センターとして、
地域の相談支援の中核的な役割を担っています。

障害者（児）総合相談支援事業により設置している基幹相談支援センター「ふらっと船橋」を軸に、
相談支援における困難事例への助言、関係者間の連携・調整など相談支援体制の充実を図ります。

9 1 1

５．障害者相談員による相談の
実施

身体障害者相談員及び知的障害者相談員による相談を
行っています。

障害者相談員に対する研修を定期的に実施し、障害のある人やその家族にとって身近な地域で相談で
きる障害者相談員による相談の充実を図ります。

10 1 2

１．障害福祉サービス等の充実 障害のある人の個々のニーズや実態に応じ障害福祉
サービス等の支援を行っています。

サービス等利用計画を活用して、障害のある人の個々のニーズや実態に応じた適切な障害福祉サービ
ス等の利用の推進を図ることにより、障害のある人が地域において自立した生活を送れるよう支援し
ていきます。
特に短期入所の需要は高く、社会福祉法人等で構成されている「船橋市障害福祉施設連絡協議会」に
対して医療的ケアが必要な人も含め、受け入れ先の確保に向けた働きかけを行うほか、事業者が整備
を行う際には、その整備費について補助を行います。

11 1 2

２.難病患者に対する障害福祉
サービス等の支援

平成２５年４月の障害者総合支援法の改正により、難
病患者も障害福祉サービス等の対象となる障害者の範
囲に難病患者が含まれることになり、難病患者に対し
ても障害福祉サービス等の支援を行っています。

難病患者に対する障害福祉サービス等の周知を行うとともに支援を推進します。
また対象疾患拡大の等の動きにも適切に対応します。

12 1 2

３．重度重複化への対応 障害の重度化・重複化に対応するため、専門職員の配
置を行っています。

サービスの継続性の観点から、障害の重度化・重複化に対応するため専門職員を配置します。

13 1 2

３．重度重複化への対応 障害の重度化・重複化に対応するため、専門職員の配
置を行っています。

サービスの継続性の観点から、障害の重度化・重複化に対応するため専門職員を配置します。

14 1 2

４．高齢化への対応 障害のある人の高齢化に対して、介護保険サービス等
への切り替えがスムーズに行われるよう関係機関との
連携を図っています。

介護保険サービス等への切り替えがスムーズに行えるよう関係機関との連携を図るとともに、高齢化
に対する課題の把握に努めていきます。
また親亡き後の不安の解消の取組として、地域での生活の場であるグループホームの整備や将来に渡
りさまざまなサービスの提供や行政への手続きが行えるよう成年後見制度の利用の推進を図ります。

15 1 2

４．高齢化への対応 障害のある人の高齢化に対して、介護保険サービス等
への切り替えがスムーズに行われるよう関係機関との
連携を図っています。

介護保険サービス等への切り替えがスムーズに行えるよう関係機関との連携を図るとともに、高齢化
に対する課題の把握に努めていきます。
また親亡き後の不安の解消の取組として、地域での生活の場であるグループホームの整備や将来に渡
りさまざまなサービスの提供や行政への手続きが行えるよう成年後見制度の利用の推進を図ります。

整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　　【第１章　生活支援】　令和元年度進捗状況
今後の 今後の

評価 実績（平成30年度） 方向性 評価 実績（令和元年度） 方向性

A

自立支援協議会を3回実施し、船橋市における地域生活
支援拠点システムの整備についてや第3次船橋市障害者
施策に関する計画及び第4期船橋市障害福祉計画の平成
29年度実績についてなど、障害福祉施策に係る検討や
情報共有を行い、関係機関間の連携強化を図った。

継続 障害福祉課 A

自立支援協議会を3回実施し、「第3次船橋市障害者施
策に関する計画」及び「第5期船橋市障害福祉計画及び
第1期船橋市障害児福祉計画」の平成30年度実績報告
や地域生活支援拠点についてなど、障害福祉施策に係
る検討や情報共有を行い、関係機関間の連携強化を
図った。

継続 障害福祉課

A

就労支援を年４回、権利擁護を年１回開催し、自立支
援協議会にて議論の進捗状況の報告を行った。
地域移行・福祉サービス部会については３回開催し、
①地域生活支援拠点システムの体制整備②船橋市の相
談支援体制について議論を行い、自立支援協議会にお
いて、進捗状況を報告した。 継続 障害福祉課 A

就労支援部会を年２回開催し、自立支援協議会にて議
論の進捗状況の報告を行った。
また、権利擁護部会を年１回開催し、次回の自立支援
協議会にて報告を行う予定。
さらに地域移行・福祉サービス部会を３回開催し、①
障害者（児）総合相談支援事業複数窓口化に係る提言
の取りまとめ、②「地域生活支援事業サービス」の報
酬単価の適正化のための改定立案及び③請求事務を効
率化するため、電子申請の導入について周知を行っ
た。

継続 障害福祉課

A

障害児部会を３回開催し、議題について検討を進め
た。

継続 療育支援課 A

障害児部会を１回開催し、議題について検討を進め
た。

継続 療育支援課

A

基幹相談支援センター「ふらっと船橋」を中心に船橋
障害者相談支援事業所連絡協議会において、計画相談
支援に関する問題点の検討や情報共有を行った。ま
た、障害者（児）総合相談支援事業について、「ふ
らっと船橋」１か所で市内全域を支援している現状に
触れ、課題について認識を共有した。

拡大 障害福祉課 A

船橋障害者相談支援事業所連絡協議会において、障害
者（児）総合相談支援事業の相談窓口複数化について
議論し、委託先事業所についての意見を収集した。

拡大 障害福祉課

A

概ね２ヶ月に１度船橋障害者相談支援事業所連絡協議
会を開催した。

継続 療育支援課 A

船橋障害者相談支援事業所連絡協議会を、4回開催し
た。「船橋市障害児相談支援ガイドライン」を改正し
た。

継続 療育支援課

A

障害福祉サービス継続時の書面や新規サービス利用時
の案内にて計画相談支援の利用を推進した。平成３０
年３月末時点において、障害福祉サービス受給者数
3,181人に対して計画相談支援決定者数が1,862人
（58.53％）であったが、平成31年3月末時点では障
害福祉サービス受給者数3,442人に対して計画相談支
援決定者数が2,046人（59.44％）と増加している。
また、船橋福祉相談協議会へ相談支援専門員を加配
し、市からの依頼に応じて困難ケース、緊急を要する
ケース、セルフプラン対象者で計画相談支援を必要と
しているケース等を中心にサービス等利用計画の作成
を進めた。

継続 障害福祉課 A

障害福祉サービス継続時の書面や新規サービス利用時
の案内にて計画相談支援の利用を推進した。平成３１
年３月末時点において、障害福祉サービス受給者数
3,442人に対して計画相談支援決定者数が2,046人
（59.44％）であったが、令和２年３月末時点では障
害福祉サービス受給者数3,653人に対して計画相談支
援決定者数が2,215人（60.63％）と増加している。
また、船橋福祉相談協議会へ相談支援専門員を加配
し、市からの依頼に応じて困難ケース、緊急を要する
ケース等で計画相談支援を必要としているケース等を
中心にサービス等利用計画の作成を進めた。

継続 障害福祉課

B

利用者に対しては、受給者証の新規作成、更新案内時
に周知を行い、障害児相談支援の決定件数を増加させ
た。しかし、障害児相談支援事業所及び相談支援専門
員が不足している状況は継続している。

拡大 療育支援課 B

利用者に対しては、受給者証の新規作成、更新案内時
に周知を行い、障害児相談支援の決定件数を増加させ
た。しかし、障害児相談支援事業所及び相談支援専門
員が不足している状況は継続している。

拡大 療育支援課

A

相談回数：１０，９１７回　新規相談：３３７人
相談員の欠員が解消され、相談回数、新規相談共に大
幅に増加した。また、基幹相談支援センターとして触
法障害者等の困難事例等の対応も行った。さらに平成
２９年度より、相談支援専門員を１名増員し、市から
の依頼に応じて困難ケースや緊急性を要するケースを
中心にサービス等利用計画の作成を行う業務を実施し
ている。

継続 障害福祉課 A

相談回数：14,186回　新規相談：351人
相談員の欠員が解消され、相談回数、新規相談共に大
幅に増加した。また、基幹相談支援センターとして触
法障害者等の困難事例等の対応や、市からの依頼に応
じて困難ケースや緊急性を要するケースを中心にサー
ビス等利用計画の作成を行う業務を実施した。さらに
令和元年１０月から、地域生活支援拠点システムの稼
働に伴いその機能の一部を担っている。

継続 障害福祉課

A

身体障害者相談員：595件
知的障害者相談員：　8件
身体障害者福祉センター、ＦＡＣＥ、また電話等で市
民からの相談に対応した。

継続 障害福祉課 A

身体障害者相談員：512件
知的障害者相談員：22件
身体障害者福祉センター、ＦＡＣＥ、また電話等で市
民からの相談に対応した。

継続 障害福祉課

B

船橋障害者相談支援事業所連絡協議会や船橋市障害福
祉施設連絡協議会を通じて相談支援体制の充実及び施
設整備についての働きかけを行った。

継続 障害福祉課 B

船橋障害者相談支援事業所連絡協議会や船橋市障害福
祉施設連絡協議会を通じて相談支援体制の充実及び施
設整備についての働きかけを行った。

継続 障害福祉課

A

難病患者に対する障害福祉サービス等の周知を行うと
ともに支援を推進した。

継続 障害福祉課 A

令和元年度において、新たに3疾病が対象となり、1疾
病の表記が変更されたが、市のホームページや障害福
祉のしおりを通じて周知を行った。
難病患者に対する障害福祉サービス等の周知を行うと
ともに支援を推進した。

継続 障害福祉課

A

重度身体障害者が多く通所する生活介護事業所に対
し、職員の加配に係る運営費の一部について補助金を
交付した。
補助額：5,042,473円

継続 障害福祉課 A

重度身体障害者が多く通所する生活介護事業所に対
し、職員の加配に係る運営費の一部について補助金を
交付した。
補助額：6,131,070円

継続 障害福祉課

A

こども発達相談センターでは、未就学のお子さんの発
達に関する様々な相談に対応するため、心理発達相談
員・保育士・作業療法士・理学療法士・言語聴覚士を
配置した。また、簡易マザーズホームにおいては、肢
体不自由のお子さんに対応するため、保育士のほか理
学療法士・看護師・作業療法士・物理療法士を配置し
た。

継続 療育支援課 A

こども発達相談センターでは、未就学のお子さんの発
達に関する様々な相談に対応するため、心理発達相談
員・保育士・作業療法士・理学療法士・言語聴覚士・
社会福祉士を配置した。また、簡易マザーズホームに
おいては、肢体不自由のお子さんに対応するため、保
育士のほか理学療法士・看護師・作業療法士を配置し
た。

継続 療育支援課

A

65歳到達時に介護保険サービスへの切り替えをスムー
ズに行うため、６５歳到達の９０日前より要介護認定
申請を受付け対応している。
平成３０年度　９０日前申請受付　16件

継続 介護保険課 A

65歳到達時に介護保険サービスへの切り替えをスムー
ズに行うため、６５歳到達の９０日前より要介護認定
申請を受付け対応している。
令和元年度　９０日前申請受付　26件

継続 介護保険課

A

その年度に６５歳を迎える障害福祉サービス利用者を
把握し、介護保険サービス等への切り替えがスムーズ
になるよう、申請手続き等について関係機関等と連携
を図っている。
また、成年後見制度の利用について、必要に応じ案内
を行うなど推進を図っている。

継続 障害福祉課 A

その年度に６５歳を迎える障害福祉サービス、地域生
活支援サービス事業利用者を把握し、介護保険サービ
ス等への切り替えがスムーズになるよう、申請手続き
等について関係機関等と連携を図っている。
また、成年後見制度の利用について、必要に応じ案内
を行うなど推進を図っている。

継続 障害福祉課

進捗状況（令和元年度）
担当課

進捗状況（平成30年度）
担当課
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整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性

16 1 2

５.困難事例への対応について 多動、自傷、異食等、生活環境への著しい不適応行動
を頻回に示すため、適切な指導・訓練を行わなければ
日常生活を営む上で著しい困難があると認められた強
度行動障害者の支援を行う施設に対して、市独自に運
営費の補助を行っています。

強度行動障害者の支援を行う施設の支援については、適宜見直しを図り、適切な支援を行います。
また矯正施設（刑務所、少年刑務所、拘置所等）を退所した障害のある人に対する支援についても検
討します。

17 1 2

６．グループホームの充実 ①地域移行の推進を図るため、グループホームの整備
費の補助を行っています。
グループホームについては消防法、建築基準法上の
様々な課題がありますが、それらの問題に対し、関係
機関・関係部局と連携を図りながら、問題の解決に取
り組んでいます。

①既存のグループホームの適正化を図るとともに、地域移行の推進のため、新たなグループホームの
新規設置について検討を行い、必要に応じた整備費の補助を行います。

18 1 2

６．グループホームの充実 ②障害のある人の自立支援に寄与するため、グループ
ホームの運営費の補助を行っています。

②障害のある人の自立に寄与するために、グループホームの運営費の補助は、障害福祉サービス等に
係る報酬改定等の社会情勢の変化に応じて検討を行い、推進します。

19 1 2

７．福祉ホーム・生活ホームに
よる支援

福祉ホーム・生活ホームにより障害のある人への居室
提供及び日常生活に必要な支援を行っています。

福祉ホーム・生活ホームによる居室の提供及び日常生活の援助を行っていきます。
また生活ホームについてはグループホームへの移行を図ります。

20 1 2

８．グループホーム等入居者家
賃補助の実施

障害のある人の自立を促進するため、グループホー
ム・生活ホームの家賃の一部を補助しています。

グループホーム・生活ホームの家賃補助を行うことにより、障害のある人のグループホーム・生活
ホームでの生活を支援し、障害のある人の地域移行を推進します。

21 1 2

９．生活訓練等事業の推進 視覚障害者、特に中途失明者に対し、日常生活に必要
な相談・訓練指導を行うことにより、視覚障害者の自
立社会参加の促進を図っています。

生活訓練等事業については、視覚障害者の状況に合わせた相談・訓練指導を実施し、その利用の推進
を図りながら、視覚障害者の自立社会参加の促進を図ります。

22 1 2

１０．障害児等療育支援事業の
推進

在宅の障害児（者）の地域における生活を支えるた
め、身近な地域で療育指導・相談等により、各種福祉
サービス提供の援助・調整等を行っています。

障害児等療育支援事業を推進します。
障害福祉サービスの利用を促進する観点から、障害児等療育支援事業の受託事業所数の増加を図る

など、障害のある人とその家族が利用しやすい環境整備を推進します。

23 1 2

１１．精神障害者の社会復帰施
策の推進

回復途上の精神障害者の社会生活への適応力を高める
ことなどを目的に、デイケアクラブを実施していま
す。

デイケアクラブを実施し、精神障害者の社会復帰を支援します。

24 1 2

１２．一時介護の実施 障害のある人が福祉施設などに有料で一時的な介護を
委託した場合、その費用の一部を助成することによ
り、障害のある人及びその保護者の福祉の増進を図っ
ています。

心身障害者を介護している保護者が居宅での介護が一時的に困難となった場合又は心身障害者が介護
を一時的に必要とした場合に、一時介護の費用の一部を助成することにより、障害のある人及びその
保護者の福祉の増進を図ります。

25 1 2

１３．日中一時支援事業の充実 障害のある人の日中における活動の場を確保するとと
もに、障害のある人の家族の就労支援及び障害のある
人を日常的に介護している家族の一時的な休息等のた
めの支援を行っています。

児童福祉法の児童通所支援事業の実施状況を踏まえつつ、日中一時支援を継続して実施し、障害のあ
る人の日中活動の場の確保、障害のある人の就労支援、障害のある人の家族の一時的な休息等の支援
を行います。

26 1 2

１４．重度身体障害者等入浴
サービス事業の充実

重度障害者等の居宅を訪問し、浴槽を提供して行われ
る入浴の介護を行っています。

自宅での入浴が困難な重度障害者等に対して、保健衛生の向上と介護者の負担軽減を図る重度身体障
害者等入浴サービス事業を継続して実施します。

27 1 2

１５．障害者等移動支援事業の
充実

屋外での移動が困難な障害のある人が、社会生活上必
要不可欠な外出や余暇活動等の社会参加のための外出
の支援を行っています。

障害のある人の社会参加等の観点から、障害のある人の移動支援が不可欠であることから、障害のあ
る人が必要な場面で移動支援を受けられるよう移動支援事業を継続して実施します。
また、利用実態に合わせた利用方法について継続して検討します。

28 1 2

１６．リフトカーによる移動支
援の実施

福祉リフトカーの利用支援を行い、障害のある人の社
会参加を促す外出支援を行っています。

効率的な利用方法を図りつつ、重度身体障害者及びねたきり老人等の通院、会合等社会生活上必要な
用務のための利用に供することにより、重度身体障害者及びねたきり老人等の社会参加のための外出
の支援を行います。

29 1 2

１７．福祉タクシー利用料金の
助成

重度の障害のある人に、タクシーの利用料金の一部を
助成することにより、障害のある人の福祉の増進を
図っています。

乗用タクシー及び車イスや介護ベッドを積むことのできる福祉タクシー利用料金の一部の助成を行う
ことにより、障害のある人の福祉の増進を図ります。

30 1 2

１８．自動車改造費及び自動車
免許取得費の助成

身体に障害のある人が、自らが所有し運転する自動車
の改造を行う場合や、自動車免許を取得した場合に、
改造費や免許取得費の一部を助成しています。

身体に障害のある人が、車を運転することにより社会参加が可能になるため、障害のある人が自ら所
有し運転する自動車の改造を行う場合の改造費や免許取得費の一部を助成します。

31 1 2

１９．障害者施設等通所交通費
の助成

障害者施設等に通所している障害者等及びその介護者
に対し、通所に要する交通費の一部を助成していま
す。

障害者施設等に通所している障害者等及びその介護者に対し、通所に要する交通費の一部を助成する
ことにより、日中活動への参加しやすい環境を整備します。

32 1 2

１９．障害者施設等通所交通費
の助成

障害者施設等に通所している障害者等及びその介護者
に対し、通所に要する交通費の一部を助成していま
す。

障害者施設等に通所している障害者等及びその介護者に対し、通所に要する交通費の一部を助成する
ことにより、日中活動への参加しやすい環境を整備します。

33 1 2

２０．福祉有償運送運営協議会
の開催

運送者からの申し出により、船橋市福祉有償運送運営
協議会において、福祉有償運送の必要性、旅客から収
受する対価その他の福祉有償運送を行うために必要と
なる事項について、地域の関係者が集まり協議してい
ます。

船橋市福祉有償運営協議会において、福祉有償運送についての協議を行います。
また、事業者に対し福祉有償運送の相談・指導を行います。

34 1 2

２１．食の自立支援事業の実施 身体の障害等により食事の調理が困難な一人暮らし等
の身体障害者に食事を届けるほか、栄養士が食生活に
関する相談に応じる、食の自立支援事業を行っていま
す。

一人暮らしの障害者等の食の自立がさらに推進されるように、食事内容について継続して見直しをし
つつ、食の自立に必要な支援を実施します。

35 1 3

１．療育支援体制の整備 こども発達相談センターを基幹とし、福祉、教育部門
などの周辺関係機関との連携を強化し、広く支援体制
を整備することで、総合的・一貫性のある療育体制の
充実を図っています。

連携を強化するための会議等を開催し支援体制の整備を図ります。
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　　【第１章　生活支援】　令和元年度進捗状況
今後の 今後の

評価 実績（平成30年度） 方向性 評価 実績（令和元年度） 方向性
進捗状況（令和元年度）

担当課
進捗状況（平成30年度）

担当課

B

強度行動障害加算事業補助金、短期入所特別支援（強
度行動障害）加算事業補助金の交付を行った。
〇 強 度 行 動 障 害 加 算 事 業 補 助 金 （ 補 助 額 ：
18,547,934円）
〇短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金
（補助額：10,171,600円）

継続 障害福祉課 B

強度行動障害加算事業補助金、短期入所特別支援（強
度行動障害）加算事業補助金の交付を行った。
〇 強 度 行 動 障 害 加 算 事 業 補 助 金 （ 補 助 額 ：
22,009,560円）
〇短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金
（補助額：10,539,760円）

継続 障害福祉課

A

スプリンクラー設備の設置が必要な障害者グループ
ホームに対し、整備費の補助金の交付を行った。
（新規）交付件数：1件
（新規）補助額：1,643千円

継続 障害福祉課 A

スプリンクラー設備の設置が必要な障害者グループ
ホームに対し、整備費の補助金の交付を行った。
（新規）交付件数：2件
（新規）補助額：3,828千円

継続 障害福祉課

A

グループホームの運営費及び開設費の補助金の交付を
行った。

継続 障害福祉課 A

グループホームの運営費及び開設費の補助金の交付を
行った。

継続 障害福祉課

A

福祉ホームによる居室の提供により、日常生活の援助
を行った。
入居者：８人（平成３０年４月１日）
また、生活ホームに対し、運営費補助金を交付した。

継続 障害福祉課 A

福祉ホームによる居室の提供により、日常生活の援助
を行った。
入居者：８人（平成３１年４月１日）
また、生活ホームに対し、運営費補助金を交付した。

継続 障害福祉課

A

グループホーム・生活ホーム入居者に対しの家賃の一
部を補助し、障害のある人の地域移行を推進した。

継続 障害福祉課 A

グループホーム・生活ホーム入居者に対しの家賃の一
部を補助し、障害のある人の地域移行を推進した。

継続 障害福祉課

A

視覚障害者からの相談を受けたり、個々の状況に合わ
せた訓練指導を実施し、視覚障害者の自立や社会参加
の促進を図った。 継続 障害福祉課 A

視覚障害者からの相談を受けたり、個々の状況に合わ
せた訓練指導を実施し、視覚障害者の自立や社会参加
の促進を図った。 継続 障害福祉課

A

市内外の9事業所に委託し、相談支援を行った。
相談件数　外来…10件　　訪問…103件
決算額　609,070円 継続 障害福祉課 A

市内外の９事業所に委託し、相談支援を行った。
令和元年度の実績は下記のとおり。
相談件数　外来…１２件　　訪問…８９件
支払額　５３４，０１０円

継続 障害福祉課

A

市内ボランティア団体に協力を得ながら、レクリエー
ション活動を中心に、創作活動、生活指導等を行って
いる。実績：４2回　延１９３名参加 継続 地域保健課 A

市内ボランティア団体に協力を得ながら、レクリエー
ション活動を中心に、創作活動、生活指導等を行って
いる。実績：４１回　延２３０名参加 継続 地域保健課

A

心身障害者を介護している保護者が居宅での介護が一
時的に困難となった場合又は心身障害者が介護を一時
的に必要とした場合に、一時介護の費用の一部を助成
し、障害のある人及びその保護者の福祉の増進を図っ
た。

継続 障害福祉課 A

心身障害者を介護している保護者が居宅での介護が一
時的に困難となった場合又は心身障害者が介護を一時
的に必要とした場合に、一時介護の費用の一部を助成
し、障害のある人及びその保護者の福祉の増進を図っ
た。

継続 障害福祉課

A

支給決定者数は毎年増加しており、日中一時支援によ
る障害者の家族の一時的な休息等に寄与した。

継続 障害福祉課 A

支給決定者数は令和元年度も増加しており、日中一時
支援による障害者の家族の一時的な休息等に寄与し
た。

継続 障害福祉課

A

支給決定者数は毎年増加しており、入浴サービスによ
る保健衛生の向上と介護者の負担軽減に寄与した。

継続 障害福祉課 A

支給決定者数は令和元年度も増加しており、入浴サー
ビスによる保健衛生の向上と介護者の負担軽減に寄与
した。

継続 障害福祉課

A

支給決定者数は毎年増加しており、移動支援事業によ
る外出の支援に寄与した。

継続 障害福祉課 A

支給決定者数は令和元年度も増加しており、移動支援
事業による外出の支援に寄与した。

継続 障害福祉課

A

歩行困難な重度身体障害者及びねたきり老人等の通
院、会合等社会生活上必要な用務のために福祉リフト
カーで移送し、外出の支援を行った。 継続 障害福祉課 A

歩行困難な重度身体障害者及びねたきり老人等の通
院、会合等社会生活上必要な用務のために福祉リフト
カーで移送し、外出の支援を行った。 継続 障害福祉課

A

重度の障害のある人の通院、会合等のために、タク
シーを利用した場合の料金の一部を助成することによ
り、障害のある人の福祉の増進を図った。 継続 障害福祉課 A

重度の障害のある人の通院、会合等のために、タク
シーを利用した場合の料金の一部を助成することによ
り、障害のある人の福祉の増進を図った。 継続 障害福祉課

A

障害のある人が自ら所有し運転する自動車の改造を行
う場合の改造費や免許取得費の一部を助成し、身体に
障害のある人の社会参加を促進した。 継続 障害福祉課 A

障害のある人が自ら所有し運転する自動車の改造を行
う場合の改造費や免許取得費の一部を助成し、身体に
障害のある人の社会参加を促進した。 継続 障害福祉課

A

障害者施設等に通所している障害児及びその介護者に
対し、通所に要する交通費の一部を助成することによ
り、これらの者の負担軽減を図ると共に、日中活動へ
の参加を促進した。

継続 療育支援課 A

障害者施設等に通所している障害児及びその介護者に
対し、通所に要する交通費の一部を助成することによ
り、これらの者の負担軽減を図ると共に、日中活動へ
の参加を促進した。

継続 療育支援課

A

障害者施設等に通所している障害者本人及びその介護
者に対し、通所に要する交通費の一部を助成すること
により、これらの者の負担軽減を図ると共に、日中活
動への参加を促進した。

継続 障害福祉課 A

障害者施設等に通所している障害者本人及びその介護
者に対し、通所に要する交通費の一部を助成すること
により、これらの者の負担軽減を図ると共に、日中活
動への参加を促進した。

継続 障害福祉課

A

平成３０年度は福祉有償運送運営協議会を２回開催
し、登録団体に対し、適切な運営が成されるよう、事
業を行ううえで必要な手続き等の実施状況を確認し、
必要に応じて指導した。
協議会の主旨に沿い協議を行った結果、1団体の更新と
１団体の新規登録を承認した。

継続 地域福祉課 A

令和元年度は福祉有償運送運営協議会を１回開催し、
登録団体に対し、適切な運営が成されるよう、事業を
行ううえで必要な手続き等の実施状況を確認し、必要
に応じて指導した。
協議会の主旨に沿い協議を行った結果、３団体の更新
を承認した。

継続 地域福祉課

A

身体の障害等により食事の調理が困難な一人暮らし等
の身体障害者に食事を届けるほか、栄養士が食生活に
関する相談に応じた。平成３０年度は５名の新規申し
込みがあり、合計６名登録者となった。登録者のう
ち、５名に対して１７６件の配食サービスを提供し、
３名に対して４４件の栄養管理サービスを提供した。
（船橋市福祉サービス公社実施事業）

継続 障害福祉課 A

身体の障害等により食事の調理が困難な一人暮らし等
の身体障害者に食事を届けるほか、栄養士が食生活に
関する相談に応じた。令和元年度は１名の新規申し込
みがあり、３名が辞退したため、合計４名の登録者と
なった。登録者に対して７５件の配食サービスを提供
し、２８件の栄養管理サービスを提供した。
（船橋市福祉サービス公社実施事業）

継続 障害福祉課

A

保健センター、家庭児童相談室、子育て支援センター
との連絡会議を開催し、相互の情報共有及び連携強化
を図った。

継続 療育支援課 A

保健センター、家庭児童相談室、子育て支援センター
との連絡会議を開催し、相互の情報共有及び連携強化
を図った。

継続 療育支援課
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整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性

36 1 3

２．児童発達支援の実施 学齢前の障害児が、日常生活の向上を図るため、基本
的動作の指導や集団生活への適応訓練を行っていま
す。

児童発達支援を実施し、障害児の日常生活の向上を図ります。

37 1 3

３．放課後等デイサービスの実
施

就学している障害児が、生活能力の向上を図るため、
コミュニケーションの促進や必要な訓練を行っていま
す。

放課後等デイサービスを実施し、障害児の生活能力の向上を図ります。

38 1 3

４．保育所等訪問支援の実施 保育所等に通う障害児が、集団生活への適応のため、
訪問支援員が専門的なアドバイスを行っています。

保育所等訪問支援を実施し、集団生活の適応向上を図ります。

39 1 3

５．早期発見・早期療育の充実 心理発達相談員などの専門職の巡回相談等により、発
達に遅れのある子を早期発見し、早期療育を行ってい
ます。

幼稚園等への巡回相談等を行い、早期発見し、早期療育に繋げます。

40 1 3

６．療育内容の充実 療育内容の研究を深め、より効果的な支援体制を構築
するとともに、支援にかかる知識や具体的支援方法に
ついての指導啓発を行うことにより、効果的な支援体
制の確立を図っています。

幼稚園・保育園等の職員に対して、講演会を開催し、職員の資質の向上を図ります。

41 1 3

７．保育所における障害のある
児童の受け入れ

「船橋市発達支援保育実施要綱」に基づき、保育に欠
ける発達支援児の保育所での受け入れを行っていま
す。
また保育所のバリアフリー化を推進しています。

「船橋市発達支援保育実施要綱」に基づき、保育を必要とする発達支援児の保育所での受け入れを行
います。
また保育所のバリアフリー化も推進します。

42 1 3

８．幼稚園における障害のある
児童の受け入れ

障害のある児童を受け入れている私立幼稚園に対し、
それにかかわる経費の一部の補助を行っています。

障害のある児童を受け入れている私立幼稚園に対し、その経費の一部を補助することにより、幼稚園
における障害のある児童の受け入れに対する支援を行います。

43 1 3

９．放課後ルームにおける障害
のある児童の受け入れ

障害のある児童の受け入れの際に、児童の障害の程度
に応じて職員の加配などを行っています。

職員の加配を行うなど障害のある児童の受け入れを行います。

44 1 4

１．補装具費の支給 障害のある人の日常生活や社会生活の向上を図るため
に、補装具費（購入・修理）の支給を行っています。

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、補装具費の支給を行い、障
害のある人の日常生活や社会生活の向上を図ります。

45 1 4

２．日常生活用具費の支給 障害のある人の日常生活や社会生活の向上を図るため
に日常生活用具費や日常生活用具取付費用の支給を
行っています。

日常生活用具費や日常生活用具取付費用について、利用実態を把握しつつ適正な支給を行い、障害の
ある人の日常生活や社会生活の向上を図ります。

46 1 5

１．聴覚障害者ファクシミリ・
ネットワーク（Fネット）事業の
実施

聴覚障害者への情報提供の充実を図るため、ファクシ
ミリを利用した情報提供を実施しています。

ふなばし安全・安心メールなどの普及を図りつつ、ファクシミリを利用した情報提供を推進します。

47 1 5

２．図書利用の支援 ①身体障害者福祉センターにて声の図書や点字図書の
貸し出しを行っています。

①身体障害者福祉センターにて声の図書や点字図書の貸し出しを行っています。

48 1 5

２．図書利用の支援 ②障害があり図書館に行くことが困難な人に対し、図
書の宅配を行っています。

②図書の宅配サービスを行います。

49 1 5

３．点字広報・声の広報の発行 広報ふなばしの点字版・録音版を発行することによる
情報提供の推進を図っています。

点字広報・声の広報を発行することによる情報提供の推進を図ります。

50 1 5

４．市のホームページにおける
情報提供の推進

市のホームページにおいて、ふりがな・文字の拡大機
能など情報提供の推進を図っています。

市のホームページにおける情報提供の推進を図ります。

51 1 5

５．声の市議会だより・市議会
だより点字版の発行

市議会だよりの録音版である声の市議会だよりや市議
会だよりの点字版を発行することにより、市議会の情
報提供の推進を図っています。

声の市議会だより・市議会だより点字版の発行により、市議会の情報提供の推進を図ります。

52 1 5

６．公文書の音声コード化 障害福祉のしおりや通知の一部の音声コード化を行っ
ています。
また、音声コード読み上げ装置を、平成２６年度に戸
籍住民課及び各出張所・連絡所に配置しました。

公文書の音声コード化については、必要に応じて行います。

53 1 5

６．公文書の音声コード化 障害福祉のしおりや通知の一部の音声コード化を行っ
ています。
また、音声コード読み上げ装置を、平成２６年度に戸
籍住民課及び各出張所・連絡所に配置しました。

公文書の音声コード化については、必要に応じて行います。

54 1 6

１．手話通訳者・要約筆記者に
よる意思疎通支援の推進

①広域的な手話通訳者・要約筆記者を派遣することに
より、障害のある人の意思疎通支援を推進していま
す。

①障害のある人と障害のある人に対して意思疎通を必要とする人の意思疎通支援の手段として、手話
通訳者又は要約筆記者の派遣の利用を推進します。

55 1 6

１．手話通訳者・要約筆記者に
よる意思疎通支援の推進

②手話通訳者・要約筆記者の派遣を推進するため、手
話通訳者・要約筆記者の養成を行っています。

②専門性の高い手話通訳者・要約筆記者の養成を行うことによる意思疎通支援を推進します。

16



第３次船橋市障害者施策に関する計画　　【第１章　生活支援】　令和元年度進捗状況
今後の 今後の

評価 実績（平成30年度） 方向性 評価 実績（令和元年度） 方向性
進捗状況（令和元年度）

担当課
進捗状況（平成30年度）

担当課

A

児童発達支援を実施し、障害児の日常生活の向上を
図った。利用延べ日数59,455日。
市内指定事業所数26（平成３０年度末時点）。 拡大 療育支援課 A

児童発達支援を実施し、障害児の日常生活の向上を
図った。利用延べ日数61,578日。
市内指定事業所数3１（令和元年度末時点）。 拡大 療育支援課

A

放課後等デイサービスを実施し障害児の生活能力の向
上を図った。利用延べ日数98,596日。
市内指定事業所数43（平成３０年度末時点）。 拡大 療育支援課 A

放課後等デイサービスを実施し障害児の生活能力の向
上を図った。利用延べ日数123,022日。
市内指定事業所数49（令和元年度末時点）。 拡大 療育支援課

B

保育所等訪問支援を利用した児童は2名。
指定事業所数2（平成30年度末時点）。
関係機関との協議を深め、事業の推進を図った。 拡大 療育支援課 C

市内指定事業所数2（令和元年度末時点）。保育所等訪
問支援の利用実績なし。幼稚園や保育園等について
は、こども発達相談センターの専門職が巡回相談を行
い、地域での子どもの発達に対する指導力向上を図っ
た。

拡大 療育支援課

A

心理発達相談員や理学療法士等の療育の専門職が、市
内の幼稚園等の職員に対して巡回相談等を行うことに
より職員の資質の向上を図るとともに、発達に遅れが
ある子を早期発見し、早期療育に繋げた。

継続 療育支援課 A

心理発達相談員や理学療法士等の療育の専門職が、市
内の幼稚園等の職員に対して巡回相談等を行うことに
より職員の資質の向上を図るとともに、発達に遅れが
ある子を早期発見し、早期療育に繋げた。

継続 療育支援課

A

支援に実際に携わる現場職員を対象に、職員向け研修
会を開催した。
地域子育て支援課（児童ホーム・放課後ルーム）主催
職員研修に講師を派遣した。

継続 療育支援課 A

支援に実際に携わる現場職員を対象に、職員向け研修
会を開催した。
地域子育て支援課（児童ホーム・放課後ルーム）主催
職員研修に講師を派遣した。

継続 療育支援課

A

「船橋市発達支援保育実施要綱」に基づき、保育を必
要とする発達支援児の保育所での受け入れを行った。

継続
公立保育園

管理課
A

「船橋市発達支援保育実施要綱」に基づき、保育を必
要とする発達支援児の保育所での受け入れを行った。

継続
公立保育園

管理課

A

対象児童の受け入れに対する補助を私立幼稚園に案内
し、受け入れ実績の増加がみられた。

継続 学務課 A

対象児童の受け入れに対する補助を私立幼稚園に案内
し、例年並みの実績がみられた。

継続 学務課

B

職員の加配については、一部施設には配置できたもの
の、すべての施設において実配置するまでに至らな
かった。

継続
地域子育て

支援課
B

職員の加配については、一部施設には配置できたもの
の、すべての施設において実配置するまでに至らな
かった。

継続
地域子育て

支援課

A

申請件数・助成件数ともに例年と同程度の支援を行
い、障害のある人の日常生活や社会生活の向上に寄与
した。
支給件数　918 件
決算額　87,128,060 円

継続 障害福祉課 A

申請件数・助成件数ともに例年と同程度の支援を行
い、障害のある人の日常生活や社会生活の向上に寄与
した。
支給件数　951 件
決算額　98,506,724 円

継続 障害福祉課

A

申請件数・助成件数ともに例年と同程度の支援を行
い、障害のある人の日常生活や社会生活の向上に寄与
した。
支給件数　13,004 件
決算額　136,920,470 円

継続 障害福祉課 A

申請件数・助成件数ともに例年と同程度の支援を行
い、障害のある人の日常生活や社会生活の向上に寄与
した。
支給件数　13,585 件
決算額　144,527,297 円

継続 障害福祉課

A

市が主催する講演会や光化学スモッグ注意報などの情
報をファクシミリにて送信し、聴覚障害者への情報保
障を行った。 継続 障害福祉課 A

市が主催する講演会や光化学スモッグ注意報などの情
報をファクシミリにて送信し、聴覚障害者への情報保
障を行った。 継続 障害福祉課

A

声の図書は、ふなばし朗読の会「まつむし」に依頼
し、新規分をCDに録音している。在庫のテープについ
ても順次テープからCDに録音し直した。
声の図書　貸出冊数：１５５冊分

継続 障害福祉課 A

声の図書は、ふなばし朗読の会「まつむし」に依頼
し、新規分をCDに録音している。在庫のテープについ
ても順次テープからCDに録音し直した。
声の図書　貸出冊数：１48冊分

継続 障害福祉課

A

総登録者数38名に対して911冊の資料を貸出した。

継続 図書館 A

総登録者３８名に対して８２７冊の資料を貸出した。

継続 図書館

A

昨年度に引き続き、点字広報と声の広報を作成し、利
用者に情報提供した。また、声の広報については、多
くの人に利用してもらうため音声データをホームペー
ジに掲載している。

継続 広報課 A

昨年度に引き続き、点字広報と声の広報を作成し、利
用者に情報提供した。また、声の広報については、多
くの人に利用してもらうため音声データをホームペー
ジに掲載している。

継続 広報課

A

昨年度に引き続き、市ホームページにおいて、ふりが
な・文字の拡大機能や、自動読み上げ機能により、一
層アクセシビリティに配慮した情報提供の推進を図っ
ている。

継続 広報課 A

昨年度に引き続き、市ホームページにおいて、ふりが
な・文字の拡大機能や、自動読み上げ機能により、一
層アクセシビリティに配慮した情報提供の推進を図っ
ている。

継続 広報課

A

市議会だよりの録音版である声の市議会だより及び市
議会だより点字版を発行し、情報提供を行っている。
また、市議会だよりのお知らせ記事にて周知を行って
いる。

継続 庶務課 A

市議会だよりの録音版である声の市議会だより及び市
議会だより点字版を発行し、情報提供を行っている。
また、市議会だよりのお知らせ記事にて周知を行って
いる。

継続 庶務課

D

公文書作成課において、必要に応じて行っているもの
と考えられる。

継続 総務課 D

公文書作成課において、必要に応じて行っているもの
と考えられる。

継続 総務課

A

必要に応じて音声コード化を実施している。

継続 障害福祉課 A

必要に応じて音声コード化を実施している。

継続 障害福祉課

A

聴覚または音声・言語機能に障害のある人が意思の疎
通を図るのに支障があるときに、手話通訳者・要約筆
記者を派遣し、意思疎通の支援を図った。 継続 障害福祉課 A

聴覚または音声・言語機能に障害のある人が意思の疎
通を図るのに支障があるときに、手話通訳者・要約筆
記者を派遣し、意思疎通の支援を図った。 継続 障害福祉課

A

手話通訳者及び要約筆記者の養成講座を開催し、手話
通訳者・要約筆記者派遣事業における意思疎通支援の
担い手とな人材の育成を図った。 継続 障害福祉課 A

手話通訳者及び要約筆記者の養成講座を開催し、手話
通訳者・要約筆記者派遣事業における意思疎通支援の
担い手とな人材の育成を図った。 継続 障害福祉課
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整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性

56 1 6

２．手話講習会の実施 ①聴覚障害者が基本的な意思疎通ができるように、手
話講習会を行っています。

①聴覚障害者への意思疎通支援のため、手話講習会を行います。

57 1 6

２．手話講習会の実施 ②健聴者ではじめて手話を学ぶ人を対象とした手話講
習会を行っています。

②健聴者ではじめて手話を学ぶ人を対象として講習会を行います。

58 1 6

２．手話講習会の実施 ③身体障害者手帳を所持していない中途失聴者・難聴
者のための手話講習会を行っています。

③手話の学習を通じ、同じ仲間との交流を深め、孤立しがちな状況から社会参加を促進していくこと
を目的に、中途失聴者・難聴者のための手話講習会を行います。

59 1 6

３．盲ろう者通訳・介助員によ
る意思疎通支援の充実

①盲ろう者通訳・介助員を派遣することにより、障害
のある人の意思疎通支援を推進しています。

①盲ろう者通訳・介助員を派遣することにより、障害のある人の意思疎通支援を行い、盲ろう者の自
立と社会参加を促進します。

60 1 6

３．盲ろう者通訳・介助員によ
る意思疎通支援の充実

②盲ろう者通訳・介助員の派遣を推進するため、盲ろ
う者通訳者・介助員の養成を行っています。

②盲ろう者通訳・介助員の養成を行うことにより、意思疎通支援を推進し、盲ろう者の自立と社会参
加を促進します。
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　　【第１章　生活支援】　令和元年度進捗状況
今後の 今後の

評価 実績（平成30年度） 方向性 評価 実績（令和元年度） 方向性
進捗状況（令和元年度）

担当課
進捗状況（平成30年度）

担当課

A

主に中途失聴者・難聴者対象。中途失聴者の講師を迎
え講習会を行った。
定員１５名、月２回、参加者数（延べ人数）１３４人
（年１回の講演会を含む）

継続 障害福祉課 A

主に中途失聴者・難聴者対象。中途失聴者の講師を迎
え講習会を行った。
定員１５名、月２回 （３月開催分は中止）、参加者数
（延べ人数）１２６人

継続 障害福祉課

A

前期は夜間、後期は昼間に同じ内容の講義を分けて
行った。会場は前期が男女共同参画センター、後期は
社会福祉会館（身体障害者福祉センター）で行った。
はじめての手話　定員２５人、前期・後期各２３回
参加者数（延べ人数）８５７人

継続 障害福祉課 A

前期は夜間、後期は昼間に同じ内容の講義を分けて
行った。会場は前期、後期ともに社会福祉会館（身体
障害者福祉センター）。
はじめての手話 定員２５人、前期・後期各２３回
（後期は１回中止）
参加者数（延べ人数）７４４人

継続 障害福祉課

A

聞こえに不便を感じている中途失聴者・難聴者のため
の手話講習会を開催し、社会参加を促進した。

継続 障害福祉課 A

聞こえに不便を感じている中途失聴者・難聴者のため
の手話講習会を開催し、社会参加を促進した。

継続 障害福祉課

A

目と耳の両方に障害のある盲ろう者に対し、移動や意
思疎通を支援する通訳・介助員を派遣し、盲ろう者の
自立と社会参加を促進した。 継続 障害福祉課 A

目と耳の両方に障害のある盲ろう者に対し、移動や意
思疎通を支援する通訳・介助員を派遣し、盲ろう者の
自立と社会参加を促進した。 継続 障害福祉課

A

盲ろう者通訳・介助員養成講座を開催し、盲ろう者通
訳・介助員派遣事業の担い手となる人材の育成を図っ
た。

継続 障害福祉課 A

盲ろう者通訳・介助員養成講座を開催し、盲ろう者通
訳・介助員派遣事業の担い手となる人材の育成を図っ
た。

継続 障害福祉課
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（１） 保健・医療の充実等 

（２） 精神保健・医療の提供等 

（３） 人材の育成・確保 

（４） 難病に関する施策の推進 

（５） 障害の原因となる疾病等の予防・治療 

  



61 2 1

１．（仮称）保健福祉センターに
よる保健・医療・福祉の連携

保健所・保健センター・地域包括支援センター等、保
健・医療・福祉サービスの拠点となる複合施設である
（仮称）保健福祉センターを、平成２７年１０月の開設
を目標に建設しています。

（仮称）保健福祉センターの整備を行うことにより、保健所を中心とした保健・医療・福祉の連携を図
り、より良いサービスを提供できる体制づくりを推進します。

62 2 1

２．健康づくり事業の推進 健康の保持増進や生活習慣病予防に関する啓発、妊娠、
出産・子育てに関する相談、健康診査等の事業を行って
います。

生涯にわたる健康づくりのための事業を実施します。

63 2 1

３．地域リハビリテーションの推
進

①船橋市地域リハビリテーション協議会において、市民
が住み慣れた地域で安心して生活することができるよ
う、適切なリハビリテーションが切れ目なく提供される
「地域リハビリテーション」を推進するために必要な事
項について、協議しています。

①「地域リハビリテーション」を推進するための協議及び取り組みを実施します。

64 2 1

３．地域リハビリテーションの推
進

②船橋市リハビリセンターにおいて、これまでのリハビ
リ事業に加え、市内の回復期病床を持つ病院等と密接な
連携体制を整えることで、回復期から維持期までの継続
したリハビリテーションを提供していく地域リハビリ
テーションを推進するための拠点事業を行っています。
また、リハビリテーション科の診療所及び訪問看護ス
テーション業務を実施し、地域で生活しながらリハビリ
テーションを行う方にリハビリテーションの総合的な提
供を行っています。

②平成２６年４月から指定管理者制度を導入し、これまでのリハビリ事業に加え、地域リハビリテー
ションを推進するための拠点事業を行い、地域リハビリテーションの推進を支援するとともに、平成２
６年７月から診療所の運営を開始するほか、平成２７年４月から訪問看護ステーションの運営を開始し
ます。

65 2 1

３．地域リハビリテーションの推
進

③リハビリテーション検討会議の開催など庁内における
リハビリテーションの連携を図っています。

③庁内におけるリハビリテーションの連携を図ります。

66 2 1

４．地域医療の推進 ①かかりつけ医の必要性について、市の広報や小児救急
ガイドブックを通じて、市民への啓発を図っています。

①市の広報や小児救急ガイドブックなど様々な形で、かかりつけ医の必要性について、市民への啓発事
業を行います。

67 2 1

４．地域医療の推進 ②高い病床稼働率を維持している船橋市立リハビリテー
ション病院において回復期のリハビリテーションを提供
しています。

②船橋市立リハビリテーション病院による回復期のリハビリテーション医療の提供を実施します。

68 2 1

５．在宅療養者への介護・介護支
援の充実

平成２３年度に３ケ所、平成２５年度に１ケ所の委託によ
る地域包括支援センターを増設し、より地域に密着した対
応を行っています。

地域包括支援センター及び協力機関である在宅介護支援センターの機能強化を図ります。また、各地区
コミュニティで開催されている地域ケア会議を充実させます。

70 2 1

７．医療機関での診療の円滑化 障害のある人が医療機関において円滑な診療が受けられる
よう、千葉県から提供される受診サポート手帳を障害福祉
課、船橋駅前総合窓口センター、各出張所福祉ガイドコー
ナーにて配布しています。

受診サポート手帳の配布及び市のホームページや障害福祉のしおりで周知を行います。

71 2 1

８．歯科診療の充実 さざんか歯科診療所において、一般の歯科診療所で治療
が困難な障害のある人に対し歯科診療を行う体制を整
え、診療しています。

（仮称）保健福祉センター内に、障害のある人に対する歯科診療を行う診療所を新たに設置するなど歯
科診療の充実を図ります。

（計画策定時の）施策の方向性
整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状

69 2 1

６．在宅医療の推進 医療・介護の関係団体の代表で構成する船橋市地域在宅
医療推進連絡協議会を設置し、平成２４・２５年度の２
年間、在宅医療を推進するために必要な事項の検討を行
い、協議結果を「船橋市における在宅医療の推進につい
て」報告書に取りまとめを行いました。また、平成２５
年５月、医療・介護関係者及び行政によって構成する任
意団体である船橋在宅医療ひまわりネットワークが設立
され、在宅医療の推進に向けて取り組んでいます。

船橋在宅医療ひまわりネットワークの活動を中心に、在宅医療・介護関係者が連携し、在宅医療の推進
に向けて取り組みます。新たに市が設置予定の在宅医療支援拠点の平成２７年１０月オープンに向け
て、行政と関係機関が協力連携のうえ、準備を進め、推進体制を構築します。
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　　【第２章保健・医療】　令和元年度進捗状況
今後の 今後の

評価 実績（平成30年度） 方向性 評価 実績（令和元年度） 方向性

完了

建設計画どおり、平成27年８月に竣工し、同年10月に
開所しました。保健福祉センターを中心に保健・医療・
福祉の連携を推進しています。

完了 健康政策課 完了

建設計画どおり、平成27年８月に竣工し、同年10月に
開所しました。保健福祉センターを中心に保健・医療・
福祉の連携を推進しています。

完了 健康政策課

A

妊娠・出産・育児に関する相談のほか、生活習慣病予防
の重要性を促すための健康教育・健康相談に取り組ん
だ。 継続 地域保健課 A

妊娠・出産・育児に関する相談・教育、乳幼児健康診査
のほか、子育て世代包括支援センターを設置し、関係機
関と積極的に連携を図り、妊娠期から子育て期にわたる
切れ目ない支援に取り組んだ。

継続 地域保健課

A

平成30年度においては、協議会を２回開催しました。
地域リハビリテーションを推進するための市内における
活動状況を共有するとともに、今後、取り組むべき事項
について議論を深めました。

継続 健康政策課 A

令和元年度においては、協議会を２回開催しました。
地域リハビリテーションを推進するための市内における
活動状況を共有するとともに、今後、取り組むべき事項
について議論を深めました。

継続 健康政策課

A

指定管理者により、平成29年度と同様に、リハビリセ
ンターにおいて、診療所、訪問看護ステーション、リハ
ビリ事業の運営を実施し、また、地域リハビリテーショ
ン拠点事業として、以下の講演会等を開催しました。
リハビリ関係者向け講演会：2回・リハビリ関係者向け
研修会：16回・市民向け講演会：2回・市民向け研修
会：2回
（開催回数合計：22回　参加者総数：1,548名）

継続 健康政策課 A

指定管理者により、平成30年度と同様に、リハビリセ
ンターにおいて、診療所、訪問看護ステーション、リハ
ビリ事業の運営を実施し、また、地域リハビリテーショ
ン拠点事業として、以下の講演会等を開催しました。
リハビリ関係者向け講演会：1回・リハビリ関係者向け
研修会：13回・市民向け講演会：2回・市民向け研修
会：2回
（開催回数合計：18回　参加者総数：1,174名）

継続 健康政策課

A

身体障害者福祉センター、身体障害者福祉作業所太陽、
健康づくり課、包括支援課、東西簡易マザーズホーム、
こども発達相談センターの専門職との会議を年４回開催
した。専門職同士で意見・情報交換を行い、連携を図る
ことができた。

継続 療育支援課 A

健康身体障害者福祉センター、身体障害者福祉作業所太
陽、健康づくり課、包括支援課、東西簡易マザーズホー
ム、こども発達相談センターの専門職との会議を年４回
開催した。専門職同士で意見・情報交換を行い、連携を
図ることができた。

継続 療育支援課

A

かかりつけ医等推進啓発用チラシの配布に加え、小児救
急ガイドブック、アクティブシニア手帳等に、かかりつ
け医等の推進に関する記事を掲載するなど、かかりつけ
医等の推進を図りました。
また、医療センターの「非紹介患者初診加算料」の金額
の変更にあわせ、広報ふなばしにかかりつけ医等普及・
啓発に関する記事を掲載しました。

継続 健康政策課 A

かかりつけ医等推進啓発用チラシの配布に加え、小児救
急ガイドブック、アクティブシニア手帳等に、かかりつ
け医等の推進に関する記事を掲載するなど、かかりつけ
医等の推進を図りました。
また、千葉県作成のかかりつけ薬剤師・薬局普及啓発ポ
スター及びリーフレットを健康政策課及び出先機関に掲
示・配架しました。

継続 健康政策課

A

船橋市立リハビリテーション病院において、回復期リハ
ビリテーションを提供し、患者から高い満足度を得た。

継続 健康政策課 A

船橋市立リハビリテーション病院において、回復期リハ
ビリテーションを提供し、患者から高い満足度を得た。

継続 健康政策課

A

「第8次高齢者保健福祉計画・第7期介護保険事業計画
（いきいき安心プラン）」（平成30年3月策定）に基づ
き、第1号被保険者が既に8千人を超えており、かつ将
来1万人を超えることが想定される「前原」、「塚田」
及び「二和・八木が谷」地区コミュニティにおいて、そ
れぞれの地区を担当する東部地域包括支援センター、西
部地域包括支援センター及び北部地域包括支援センター
の担当圏域の一部を分割し、新たに同地区を担当する地
域包括支援センターを設置するため、公募型プロポーザ
ル方式により受託事業者の特定を行った。
地域づくりの一環として、また地域ケア会議の普及啓発
を目的として、地域ケア会議が主体となり講演会等を開
催した。（11地区において10回開催）

拡大 包括支援課 A

「第8次高齢者保健福祉計画・第7期介護保険事業計画
（いきいき安心プラン）」（平成30年3月策定）に基づ
き、第1号被保険者が既に8千人を超えており、かつ将
来1万人を超えることが想定される「前原」、「塚田」
及び「二和・八木が谷」地区コミュニティにおいて、そ
れぞれの地区を担当する東部地域包括支援センター、西
部地域包括支援センター及び北部地域包括支援センター
の担当圏域の一部を分割し、新たに同地区を担当する地
域包括支援センターを設置した。
地域づくりの一環として、また地域ケア会議の普及啓発
を目的として、地域ケア会議が主体となり講演会等を開
催した。（12地区において11回開催）

拡大 包括支援課

A

障害福祉課、船橋駅前総合窓口センター、各出張所福祉
ガイドコーナーで配布し、市のホームページや障害福祉
のしおりで周知を行った。 継続 障害福祉課 A

障害福祉課、船橋駅前総合窓口センター、各出張所福祉
ガイドコーナーで配布し、市のホームページや障害福祉
のしおりで周知を行った。 継続 障害福祉課

A

平成30年度においても、「さざんか特殊歯科診療所」
及び「かざぐるま休日急患・特殊歯科診療所」におい
て、一般の治療が困難な障害児者や要介護高齢者に対し
特殊歯科診療を行いました。

また、祝休日における患者の急な歯の痛み等に対応す
るための休日急患も引き続き行っております。

（診療件数）
かざぐるま休日急患・特殊歯科診療所　2,343件
さざんか特殊歯科診療所　　　　　　　1,245件

継続 健康政策課 A

令和元年度においても、「さざんか特殊歯科診療所」及
び「かざぐるま休日急患・特殊歯科診療所」において、
一般の治療が困難な障害児者や要介護高齢者に対し特殊
歯科診療を行いました。
また、祝休日における患者の急な歯の痛み等に対応する
ための休日急患も引き続き行っております。

（診療件数）
かざぐるま休日急患・特殊歯科診療所　2,792件
さざんか特殊歯科診療所　　　　　　　1,235件

拡大 健康政策課

＜在宅医療支援拠点事業＞
・在宅療養を希望する患者さんやそのご家族からの相談
に応じるほか、在宅医療・介護関係者等への情報提供や
相談などの支援を行った。（相談件数604件）
・「在宅医紹介制度」等を活用し、市民や在宅医療関係
者等に対し、必要な情報提供を行い、適切な資源やサー
ビスへ繋がるようコーディネートを行った。
・在宅医療の普及・啓発を目的として、まちづくり出前
講座等を実施した。

＜在宅医療・介護連携支援用患者情報共有システム＞
・在宅医療・介護連携支援のための情報共有システムを
運用した。（９９ 事業所、 ３５６ 名）

＜在宅医療・介護の講演会・相談会事業＞
・在宅医療・介護に関する様々なテーマの講演会を開催
するとともに、講演会終了後、患者及びその家族、医
療・介護関係者等から、医師等の専門職が相談を受ける
相談会を開催した（講演会６回・参加者４２０人、相談
会７回・相談者７３人）
各町会・自治会館等に医療・介護関係者が訪問し、講演
を行う出張講演会を実施した。（計７回）

＜ひまわりネットワーク交付金事業＞
・専門職向けの研修会、市民公開講座を主催事業として
実施するとともに、役員会を1回開催した。
・６つの委員会を合計１８回開催し、委員会ごとに下記
刊行物等の改良等様々な検討を行った。（①顔の見える
連携づくり委員会、②人材育成委員会、③安心の確保委
員会、④資源情報管理委員会、⑤地域リハ推進委員会、
⑥認知症の人にやさしいまちづくり委員会）
・「船橋市在宅医療・緩和ケア・リハビリテーション提
供機関マップ（令和２年版）」を作成。
・「船橋市における在宅医療・介護連携の心得」、「ひ
まわりシート」は研修会・勉強会等にて周知活動を行っ
た。

進捗状況（令和元年度）

地域包括ケ
ア推進課

進捗状況（平成30年度）
担当課 担当課

地域包括ケ
ア推進課

A

＜在宅医療支援拠点事業＞
・在宅療養を希望する患者さんやそのご家族からの相談
に応じるほか、在宅医療・介護関係者等への情報提供や
相談などの支援を行った。（相談件数742件）
・「在宅医紹介制度」等を活用し、市民や在宅医療関係
者等に対し、必要な情報提提供を行い、適切な資源や
サービスへ繋がるようコーディネートを行った。
・在宅医療の普及・啓発を目的として、まちづくり出前
講座等の講話のほか、市民公開講座を開催した。
＜在宅医療・介護連携支援用患者情報共有システム＞
・在宅医療・介護連携支援のための情報共有システムを
運用した。（87事業所、327名）
＜在宅医療・介護の講演会・相談会事業＞
・在宅医療・介護に関する様々なテーマの講演会を開催
するとともに、講演会終了後、患者及びその家族、医
療・介護関係者等から、医師等の専門職が相談を受ける
相談会を開催した（講演会・相談会８回）
各町会・自治会館等に医療・介護関係者が訪問し、講演
を行う出張講演会を実施した。（計１０回）
＜ひまわりネットワーク交付金事業＞
・専門職向けの研修会、市民公開講座を主催事業として
実施するとともに、2回の役員会を開催した。
・5つの委員会を合計20回開催し、委員会ごとに具体的
な活動を行った。①顔の見える連携づくり委員会　②人
材育成委員会　③安心の確保委員会　④資源情報管理委
員会　⑤地域リハ推進委員会
（平成３１年度より、認知症の人にやさしいまちづくり
委員会が加わり６委員会となる）
・「船橋市在宅医療・緩和ケア・リハビリテーション提
供機関マップ（平成3１年版）」を作成。
・「船橋市における在宅医療・介護連携の心得」、「ひ
まわりシート」は研修会・勉強会等にて周知活動を行っ
た。

継続 A 継続
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（計画策定時の）施策の方向性
整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状

72 2 1

９．障害福祉施設等への歯科指導
及び家庭への訪問指導の充実

障害福祉施設等に出向き、歯科指導を実施するとともに、
必要時においては家庭への訪問指導を行っています。

各施設への歯科指導及び家庭への訪問指導を行います。

73 2 1

１０．医療費負担の軽減　自立支
援医療（更生医療）の給付、重度
心身障害者医療費の助成、障害者
の後期高齢者制度による医療

障害のある人の医療費負担の軽減のため、医療の給付及び
医療費の助成を行っています。・自立支援医療（更生医
療）の給付・重度心身障害者医療費の助成・６５歳以上７
５歳未満で一定程度の障害の状態にある者及び７５歳以上
の者に対する「高齢者の医療の確保に関する法律」による
医療の適用

医療の給付及び医療費の助成を行います。なお重度心身障害者医療費については現物給付化に向けて、
千葉県の動向を見ながら、必要な措置を行います。

74 2 1

１０．医療費負担の軽減　自立支
援医療（更生医療）の給付、重度
心身障害者医療費の助成、障害者
の後期高齢者制度による医療

障害のある人の医療費負担の軽減のため、医療の給付及び
医療費の助成を行っています。・自立支援医療（更生医
療）の給付・重度心身障害者医療費の助成・６５歳以上７
５歳未満で一定程度の障害の状態にある者及び７５歳以上
の者に対する「高齢者の医療の確保に関する法律」による
医療の適用

医療の給付及び医療費の助成を行います。なお重度心身障害者医療費については現物給付化に向けて、
千葉県の動向を見ながら、必要な措置を行います。

75 2 1

１１．医療費負担の軽減　自立支
援医療（育成医療）、養育医療、
療育医療の給付

①身体に障害がある児童（１８歳未満）に対して、自立し
た日常生活または社会生活が営むことが出来るよう、手術
を前提とした入院及び手術後に機能回復が見込まれる場合
の医療の給付を行っています。

①自立支援医療（育成医療）の給付を行います。

76 2 1

１１．医療費負担の軽減　自立支
援医療（育成医療）、養育医療、
療育医療の給付

②身体発育が未熟なまま出生した未熟児は出生後速やかに
適切な処置が必要なため、医師が入院を認めた児に対し、
養育に必要な医療の給付を行っています。

②未熟児養育医療の給付を行います。

77 2 1

１１．医療費負担の軽減　自立支
援医療（育成医療）、養育医療、
療育医療の給付

③骨関節結核及びそのほかの結核にかかっている児童に対
して、医師が必要と認めた場合の医療の給付等を行ってい
ます。

③結核児童療育医療の給付を行います。

78 2 2

１．精神疾患等の正しい知識の普
及

精神障害者に対する偏見、差別解消、正しい知識の普及啓
発のため「普及啓発講演会」や「家族教室」を開催してい
ます。なお家族支援でもある「家族教室」についてはそれ
までは年１回開催だったものを平成２５年度からは年２回
と開催回数を増やし開催しています。

普及啓発講演会については内容を充実させるとともに、継続して開催します。家族教室については家族
への情報提供や交流促進の支援という点から実施します。

79 2 2

２．精神障害者及び家族に対する
相談事業の推進

保健所において、精神保健福祉士、保健師等による電話・
来所相談や訪問支援を随時行っているほか、精神科医師に
よる相談を定期的に実施しています。また、船橋市地域活
動支援センターにおいて、地域で生活する精神障害者や市
民の心の健康相談を電話や面接相談にて実施しています。

保健所における相談事業については、医療機関や地域の福祉関係機関との連携を強化しつつ、訪問支援
を充実させます。また、船橋市地域活動支援センターの活動について、地域に根ざした施設となるよう
広報活動を促進します。

80 2 2

３．精神障害者の家族による交流
事業の推進

精神障害者の家族が孤立しないよう家族会の活性化ととも
に、当事者の家族に対する一層の支援を推進していく必要
があります。

当事者と同居する家族を対象に、家族会のメンバーが担当者となって、同じ悩みをもつ家族同士での話
し合い、共に学習する場を設けます。

81 2 2

４．医療費の負担軽減　自立支援
医療（精神通院医療）の給付、精
神障害者入院医療費の助成

精神障害の治療で通院や入院した場合の医療費負担軽減の
ため、医療の給付及び医療費の助成を行っています。

精神障害者の増加する状況を踏まえ、精神障害に対する適切な医療を確保できるよう精神障害により、
通院や入院した場合の医療費の負担軽減を図ります。

82 2 3

１．専門職員の資質の向上 専門的知識の習得のため各種研修に参加しています。 各種研修により知識の習得及び資質の向上を目指します。

83 2 3

１．専門職員の資質の向上 専門的知識の習得のため各種研修に参加しています。 各種研修により知識の習得及び資質の向上を目指します。

84 2 3

２．専門職員の確保 地域保健を推進する保健師、発達遅滞の乳幼児に対する発
達検査や療育指導のための心理発達相談員など、専門職員
を配置しています。

保健指導や療育支援の推進確保に必要な専門職員の確保に努めます。

85 2 3

２．専門職員の確保 地域保健を推進する保健師、発達遅滞の乳幼児に対する発
達検査や療育指導のための心理発達相談員など、専門職員
を配置しています。

保健指導や療育支援の推進確保に必要な専門職員の確保に努めます。

86 2 4

１．難病患者援助金の支給 難病患者の費用負担の軽減を図るため難病患者援助金を支
給しています。

対象の拡大など、国の動向を見ながら、難病患者援助金の支給による支援を行います。

87 2 4

２．小児慢性特定疾病医療費の給
付

長期にわたり療養を必要とし、療養のために多額の費用を
要する小児慢性特定疾病にかかっている児童等に対し医療
費を支給しています。

対象の拡大など、国の動向を見ながら、小児慢性特定疾病医療費の給付による支援を行います。

88 2 4

３．難病相談事業の推進 難病患者が自宅で安心して療養できるよう、患者・家族か
ら相談を受け、関係機関と連携を取り、療養者の状況や
ニーズに応じた支援を行っています。

関係機関との連携を深め、難病患者が安心して療養できる体制づくりを行います。

89 2 4

４．難病患者に対する医療費の支
給

原因が不明で治療方法が確立されていない難病患者の医療
費自己負担額を軽減し、治療の促進を図っています。

対象の拡大など、国の動向を見ながら、難病の患者に対する医療費の支給により負担を軽減し、治療の
促進を図ります。
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　　【第２章保健・医療】　令和元年度進捗状況
今後の 今後の

評価 実績（平成30年度） 方向性 評価 実績（令和元年度） 方向性
進捗状況（令和元年度）進捗状況（平成30年度）

担当課 担当課

A

療育支援課施設歯科指導：171人

継続 地域保健課 A

療育支援課施設歯科指導：171人

継続 地域保健課

A

自立支援医療（更生医療）の給付を行い、障害のある人
の医療費の軽減を行った。重度心身障害者医療費の助成
については、平成27年8月1日に現物給付が開始され、
利用者の利便性が向上した。 拡大 障害福祉課 A

自立支援医療（更生医療）の給付を行い、障害のある人
の医療費の軽減を行った。重度心身障害者医療費の助成
については、平成27年8月1日に現物給付が開始され、
利用者の利便性が向上した。 継続 障害福祉課

A

障害加入による後期高齢者医療制度への加入者は、平成
２９年度末３９３人から同３０年度末には４５２人と増
加している。

継続 国保年金課 A

障害加入による後期高齢者医療制度への加入者は、平成
３０年度末４５２人から令和元年度末には４６９人と増
加している。

継続 国保年金課

A

自立支援医療（育成医療）：新規申請者数59人

継続 地域保健課 A

自立支援医療（育成医療）：新規申請者数55人

継続 地域保健課

A

未熟児養育医療：新規申請者数107人

継続 地域保健課 A

未熟児養育医療：新規申請者数96人

継続 地域保健課

A

結核児童療育医療：申請者数0件

継続 地域保健課 A

結核児童療育医療：申請者数0件

継続 地域保健課

A

精神障害者に対する偏見、差別の解消及び正しい知識の
普及啓発を図るため、普及啓発講演会を実施。その他家
族会と協同し、家族支援事業を実施し、知識の普及だけ
でなく、家族同士の悩みの共有や情報交換の場を設け
る。普及啓発講演会実績：１回 ５４名 家族学習会実
績：①家族のための学習会～統合失調症～１回（全３
回）延５７名②家族のための学習会～アルコール依存症
～１回（全３回）延１２名 家族のための交流会実績：
３回　延５０名

継続 地域保健課 A

精神障害者に対する偏見、差別の解消及び正しい知識の
普及啓発を図るため、普及啓発講演会を実施。その他家
族会と協同し、家族支援事業を実施し、知識の普及だけ
でなく、家族同士の悩みの共有や情報交換の場を設け
る。普及啓発講演会実績：１回 ４０名 家族学習会実
績：①家族のための学習会～統合失調症～１回（全３
回）延３４名②家族のための学習会～アルコール依存症
～１回（全３回）延１０名 家族のための交流会実績：
３回　延３９名

継続 地域保健課

A

精神保健福祉士、保健師等による電話・来所相談や訪問
支援を随時行っているほか、精神科医師による相談を定
期的に実施している。また、船橋市地域活動支援セン
ターにおいて、地域で生活する精神障害者や市民の心の
健康相談を電話や面接相談にて実施。平成３０年度実績
電話相談：２３２４件 面接相談：３２１件 訪問相談
７０３件　精神科医師による相談：２４件

継続 地域保健課 A

精神保健福祉士、保健師等による電話・来所相談や訪問
支援を随時行っているほか、精神科医師による相談を定
期的に実施している。また、船橋市地域活動支援セン
ターにおいて、地域で生活する精神障害者や市民の心の
健康相談を電話や面接相談にて実施。令和元年度実績
電話相談：２８９１件 面接相談：２７２件 訪問相談
５６５件　精神科医師による相談：３５件

継続 地域保健課

A

当事者の家族を対象に、「家族学習会」、「家族のため
の交流会」を家族支援事業として実施。家族会のメン
バーが担当者となって、同じ悩みをもつ家族同士での交
流を推進し、話し合い、共に学習する場となった。また
当事者グループの協力も家族学習会実績：①家族のため
の学習会～統合失調症～１回（全３回）延５７名②家族
のための学習会～アルコール依存症～１回（全３回）延
１２名　家族のための交流会実績：３回　延５０名

継続 地域保健課 A

当事者の家族を対象に、「家族学習会」、「家族のため
の交流会」を家族支援事業として実施。家族会のメン
バーが担当者となって、同じ悩みをもつ家族同士での交
流を推進し、話し合い、共に学習する場となった。また
当事者グループの協力も家族学習会実績：①家族のため
の学習会～統合失調症～１回（全３回）延３４名②家族
のための学習会～アルコール依存症～１回（全３回）延
１０名　家族のための交流会実績：３回　延３９名

継続 地域保健課

A

自立支援医療（精神通院）受給者数
H28  7,754人
H29  8,098人
H30  8,561人
精神障害者入院医療費補助
H28  3,969件
H29  4,057件
H30  3,788件

継続 障害福祉課 A

自立支援医療（精神通院）受給者数
H29  8,098人
H30  8,561人
R元　9,143人
精神障害者入院医療費補助
H29  4,057件
H30  3,788件
R元　3,501件

継続 障害福祉課

A

職種に合った各種研修に参加することにより、専門的知
識の習得、及び資質の向上を図った。

継続 障害福祉課 A

職種に合った各種研修に参加することにより、専門的知
識の習得、及び資質の向上を図った。

継続 障害福祉課

A

それぞれの職種に合った各種研修に参加することで、専
門的知識の習得、及び資質の向上を図った。

継続 療育支援課 A

それぞれの職種に合った各種研修に参加することで、専
門的知識の習得、及び資質の向上を図った。

継続 療育支援課

A

専門的な相談等に対応するため、精神保健福祉士を配置
している。

継続 障害福祉課 A

専門的な相談等に対応するため、精神保健福祉士を配置
している。

継続 障害福祉課

A

こども発達相談センターでは、未就学のお子さんの発達
に関する様々な相談に対応するため、心理発達相談員・
保育士・作業療法士・理学療法士・言語聴覚士を配置し
た。また、簡易マザーズホームにおいては、肢体不自由
のお子さんに対応するため、保育士のほか理学療法士・
看護師・作業療法士・物理療法士を配置した。

継続 療育支援課 A

こども発達相談センターでは、未就学のお子さんの発達
に関する様々な相談に対応するため、心理発達相談員・
保育士・作業療法士・理学療法士・言語聴覚士・社会福
祉士を配置した。また、簡易マザーズホームにおいて
は、肢体不自由のお子さんに対応するため、保育士のほ
か理学療法士・看護師・作業療法士を配置した。

継続 療育支援課

A

支給月数　通院　33,897月　入院　1,417月
支給額　183,625,000円

継続 地域保健課 A

支給月数　通院　32,827月　入院　1,588月
支給額　179,995,000円

継続 地域保健課

A

小児慢性特定疾病医療受給者証等の所持者は648人。

継続 地域保健課 A

小児慢性特定疾病医療受給者証等の所持者は648人。

継続 地域保健課

A

365件訪問相談実施。難病患者と家族のつどい３回実
施。

継続 地域保健課 A

321件訪問相談実施。難病患者と家族のつどい2回実
施。

継続 地域保健課

A

特定医療費（指定難病）受給者証の所持者数は４,１16
人。
特定疾患医療受給者証の所持者数は４人。

継続 地域保健課 A

特定医療費（指定難病）受給者証の所持者数は４，２５
７人。
特定疾患医療費受給者証の所持者数は４人。

継続 地域保健課

25



（計画策定時の）施策の方向性
整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状

90 2 5

１．「ふなばし健やかプラン２
１」の推進

「声かけて 支えあって まちづくり」をキャッチフレー
ズに、行政及び「ふなばし健やかプラン２１市民運動推
進会議」の協働で計画の推進を図っています。

平成２７年度から「ふなばし健やかプラン２１（第２次）」のもと健康の増進のための施策を推進しま
す。

91 2 5

２．健康づくり啓発事業の推進 ふなばし健康まつり・ヘルシー船橋フェア等の開催や、
パンフレットの配布など啓発事業を推進しています。

内容や参加団体の充実を図りながら啓発事業を推進します。

92 2 5

２．健康づくり啓発事業の推進 ふなばし健康まつり・ヘルシー船橋フェア等の開催や、パ
ンフレットの配布など啓発事業を推進しています。

内容や参加団体の充実を図りながら啓発事業を推進します。

93 2 5

３．新生児の障害予防の推進 ①保健師による母子健康手帳交付時に、妊娠・出産・育児
に関する相談を行っているほか、妊娠届やそれらの相談を
もとに、必要に応じて妊婦訪問を行うなど出産・育児に関
する継続的な支援を行っています。

①母子健康手帳交付時における保健師による相談を行うほか妊婦訪問など出産・育児に関する継続的な
支援を行います。

94 2 5

３．新生児の障害予防の推進 ②「はじめてママになるための教室」「パパ・ママ教室」
により、正しい知識の普及を行い、安全な妊娠・出産を促
しています。

②「はじめてママになるための教室」「パパ・ママ教室」により、正しい知識の普及を行い、安全な妊
娠・出産を促します。

95 2 5

３．新生児の障害予防の推進 ③安全な妊娠・出産を迎えるため毎年１校、中学生を対象
にした健康教育を行っています。

③中学生を対象にした健康教育を行っていきます。

96 2 5

４．乳幼児からの正しい食生活の
推進

第１子を対象にした食育講座や、１歳６か月児健康診査時
に行う食育ミニ講座などによる食育推進事業を行っていま
す。

食育講座や食育ミニ講座を実施することにより乳幼児からの食育を実施します。

97 2 5

５．成人・高齢者における健康の
保持・増進と自己管理の促進

保健センターや各地域での健康教育や家庭訪問等により、
自らが「自分の健康は自分で守る。」という認識と自覚を
高め、疾病の自己管理を促し、健康の保持・増進を図って
います。

地区健康教育や健康相談、家庭訪問などを通して自己健康管理の促進を図ります。

98 2 5

６．生活習慣病などによる障害の
予防の推進

①特定健康診査や特定保健指導において、生活習慣病など
の予防を図っています。さらに健診結果で腎機能低下のリ
スクの高い方について、人工透析導入の増加抑制を図るた
め、保健指導を行っています。また在宅寝たきり者及びそ
れに準ずる方については訪問診査を実施しています。

①特定健康診査や特定保健指導、慢性腎臓病対策保健事業などの実施により、生活習慣病などの予防の
推進、人工透析導入者の増加抑制を図ります。

99 2 5

６．生活習慣病などによる障害の
予防の推進

②生活習慣病予防や健康全般について、各公民館や自治会
館、集会所等で定期的に個別相談を行う「成人健康相談」
を実施するほか「糖尿病教室」を開催するなど生活習慣病
予防、疾病予防を推進しています。

②各公民館や自治会館において定期的に個別相談を行うなど生活習慣予防、疾病予防を推進します。

100 2 5

７．介護予防事業の充実 ①要介護認定率の減少だけでなく、健康寿命が長い高齢者
を目指すため、介護予防事業の充実を図っています。

①介護保険事業で実施している「はつらつ高齢者介護予防事業」（二次予防事業）や一次予防事業につ
いては、健康づくり事業に融合し、一元的な運営体制を構築して介護予防事業を推進します。

101 2 5

７．介護予防事業の充実 ②船橋市リハビリセンターにおいて「プールリハビリ」
や「パワーリハビリテーション教室（筋力マシンを利用
してのリハビリ）」など介護予防事業を実施していま
す。

②維持期のリハビリテーションを提供するとともに介護予防事業を行います。

102 2 5

７．介護予防事業の充実 ③リハビリ的要素を含んだ体操事業による介護予防の推進
を図るため、（仮称）ふなばし健やか体操２１推進協議会
を設置し、必要な事項の検討を行います。

③リハビリ的要素を含んだ体操事業として、体操指導士の育成と体操の普及活動を行います。

103 2 5

８．乳幼児・高齢者の事故防止の
啓発

赤ちゃん訪問、４か月児健康相談、１歳６か月児健康診
査・３歳児健康診査や母子・成人の地区健康教育にて事故
予防のチラシ配布や講話を行うなど、市民に対して、乳幼
児の交通事故・誤飲・転落、高齢者の転倒など、事故防止
に関する啓発の推進を図っています。

赤ちゃん訪問、４か月児健康相談、１歳６か月健康診査・３歳児健康診査や母子・成人の地区健康教育
でのチラシ配布を行うなど事故防止の啓発を行います。

104 2 5

９．障害の早期発見の推進 ①「こんにちは赤ちゃん事業」として生後６０日まで及び
「乳児全戸訪問事業」として生後４か月を迎えるまでの乳
児のいる全ての家庭に訪問し、母子の心身状況や育児環境
の把握を行っています。

①新生児訪問、未熟児・低体重児訪問、赤ちゃん訪問を行います。

105 2 5

９．障害の早期発見の推進 ②幼児健診の受診率の向上を図るため、母子健康手帳交付
時、赤ちゃん訪問時、４か月児健康相談等機会をとらえて
１歳６か月児健康診査、３歳児健康診査など幼児健診を啓
発しています。また、平日に来所できない方に対しては日
曜健診を行うなど、健康診査の受診率の向上を図っていま
す。

②１歳６か月児健康診査、３歳児健康診査の啓発、日曜健診の実施により、受診率の向上に努めます。

106 2 5

９．障害の早期発見の推進 ③乳児健康相談や窓口・電話相談など、相談事業の充実を
図っています。

③乳児健康相談や窓口・電話相談など、相談事業の充実を図ります。
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　　【第２章保健・医療】　令和元年度進捗状況
今後の 今後の

評価 実績（平成30年度） 方向性 評価 実績（令和元年度） 方向性
進捗状況（令和元年度）進捗状況（平成30年度）

担当課 担当課

A

平成３０年度は「こころ」を重点分野とし、「こころ」
をテーマにした健康フォーラムの開催や、リーフレット
の作成を行った。また、これまでの重点分野「運動・身
体活動」及び「食生活」、「歯・口腔」においては、作
成したリーフレットを配布するなどして、取組みを継続
できた。
また、１０月よりふなばし健康ポイントを開始した。平
成３０年度参加者数１，４０８人（３１年３月３１日時
点）

拡大 健康政策課 A

「ふなばし健やかプラン２１（第２次）」の中間評価を
実施し、「ふなばし健やかプラン２１（第２次）後期分
野別計画」（計画期間：令和２～６年度）の策定を行っ
た。市民運動推進会議と協働で「健康まつり」、「休
養」をテーマとした健康フォーラムを実施。「飲酒」を
テーマとしたリーフレットを新たに作成し、健康づくり
の普及啓発に取り組んだ。
また、平成３０年度から開始したふなばし健康ポイント
事業を継続し、実施した。令和元年度参加者数２,６０４
人（令和2年３月３１日時点）

拡大 健康政策課

A

ふなばし健康まつりは「かぞく」をテーマに11月4日に
開催。体力測定や各団体によるブース出展等の従来の企
画のほか、東京パラリンピック公式種目のボッチャの体
験コーナーや、機能改善エクササイズを新規企画として
実施した。（来場者7,000人）
また、各関係団体等の協力を得て、リーフレットによる
啓発を行った。

継続 健康政策課 A

ふなばし健康まつりは「はばたく」をテーマに11月３
日に開催。体力測定や各団体によるブース出展等の従来
の企画のほか、屋外では市立船橋高校サッカー部による
サッカー体験やロコモ体操などのイベントを実施した。
来場者は６,000人。
多くの市民ボランティアや健康関連団体、企業等のの協
力を得て実施。

継続 健康政策課

B

第32回ヘルシー船橋フェアを平成31年1月10日から
15日の6日間、「伸ばそう 健康寿命」～体の健康・歯
の健康・こころの健康～をテーマに広く市民の健康に関
する啓発事業を推進した。7,970名の来場者があった。

継続
健康づくり

課
A

第33回ヘルシー船橋フェアを令和２年1月16日から21
日の6日間、「令和も健康寿命日本一」～見直そう平成
の生活、活かそうこれからの生活～をテーマに広く市民
の健康に関する啓発事業を推進し、8,893名の来場者が
あった。

廃止
健康づくり

課

A

母子健康手帳の交付：5,120件
妊婦健康相談：4,919件

継続 地域保健課 A

母子健康手帳の交付：5,236件
妊婦健康相談：5,025件

継続 地域保健課

A

はじめてママになるための教室：延受講者数1,255人
パパ・ママ教室：延受講者数2,538人

継続 地域保健課 A

はじめてママになるための教室：延受講者数1,045人
パパ・ママ教室：延受講者数2,137人

継続 地域保健課

A

母子健康教育（中学校）：受講者数115人

継続 地域保健課 A

母子健康教育（中学校）：受講者数496人

拡大 地域保健課

A

食育講座：７９６人
食育ミニ講座：４,５４３人

継続 地域保健課 A

食育講座：631 人
食育ミニ講座：3,663人

継続 地域保健課

A

地区健康教育：受講者数 11,808人
健康相談：受講者数 8,000人
家庭訪問：延訪問指導者数 803件 継続 地域保健課 A

地区健康教育：受講者数12,200人
健康相談：受講者数6,807人
家庭訪問：延訪問指導者数720件 継続 地域保健課

B

特定健康診査受診率：47.1％
特定保健指導実施率：30.8％
慢性腎臓病対策事業保健指導実施者率：87.6％

継続
健康づくり

課
B

特定健康診査受診率：48..0％(暫定値）
特定保健指導実施率：33.4％(暫定値）
慢性腎臓病対策事業保健指導実施者率：76.9％(暫定
値） 継続

健康づくり
課

A

健康相談：受講者数 8,000人

継続 地域保健課 A

健康相談：受講者数6,807人

継続 地域保健課

A

介護予防普及啓発事業費
６５歳以上高齢者を対象に、介護予防教室、認知症予防
教室を開催した。
●総合型介護予防教室（５回コース）
　実施数３３コース　参加人数３５３人
●特化型運動・栄養（5回コース）
　実施数８コース　参加人数３１人
●特化型運動・口腔（5回コース）
　実施数１４コース　参加人数４５人
●総合型介護予防教室（８回コース）
　実施数７３コース　参加人数５４５人
●認知症予防教室
　実施数４２コース 参加人数４８２人
●柔道整復師運動型介護予防教室
　実施数３０コース　参加人数１９１人

継続
健康づくり

課
A

介護予防普及啓発事業費
６５歳以上高齢者を対象に、介護予防教室、認知症予防
教室を開催した。※コース名及びプログラム内容を一部
見直して実施した。
●転倒予防教室（５回コース）
　実施数２４コース　参加人数４３０人
●低栄養予防教室（５回コース）
　実施数９コース　参加人数５６人
●口腔機能強化教室（５回コース）
　実施数１２コース　参加人数７９人
●転倒予防教室（８回コース）
　実施数４４コース　参加人数５２２人
●認知症予防教室（５回コース）
　実施数４１コース　参加人数４９８人
●柔道整復師運動型介護予防教室（８回コース）
　実施数３０コース　参加人数２１１人

継続
健康づくり

課

A

リハビリ事業として、「プールリハビリ」「パワーリハ
ビリ教室」「パワーリハビリフォローアップ」を実施し
ました。 継続 健康政策課 A

リハビリ事業として、「プールリハビリ」「パワーリハ
ビリ教室」「パワーリハビリフォローアップ」を実施し
ました。 継続 健康政策課

A

平成30年度は、初級指導士養成講習会（6日間コース、
各30名定員）の平日コースを5回、土曜日コースを1
回、計6コースを実施し、145名の指導士を認定した。
体操体験教室は、全２６公民館で各月1回開催し延参加
者９,７４８名、その他出前講座等で３２か所、延参加者
１,１２４名であった。体操指導士による体操教室は、８
１ヶ所で延参加２２,８１８名の参加があった。

継続
健康づくり

課
B

初級指導士養成講習会（6日間コース、各30名定員）平
日コースを5回、土曜日コースを1回、計6コースを実施
（新型コロナウイルス感染拡大防止のため、土曜日コー
スの開催を途中で中止）し、初級体操指導士を94名認
定した。
体操教室は、全公民館で４月から、および令和２年１月
より新たに開始した３館を加えた２９館で月１回開催
し、延参加者１０，５１１名、その他出前講座等で２２
か所、延参加者６７７名であった。体操指導士による体
操教室は、９５ヶ所で延参加２３,１２０名の参加があっ
た。

継続
健康づくり

課

A

機会を捉えて、事故防止の啓発を行った。

継続 地域保健課 A

赤ちゃん訪問、４か月児健康相談、幼児健康診査や地区
健康教育でのチラシ配布を行うなど事故防止の啓発を
行った。

継続 地域保健課

A

妊産婦訪問：1,800件
新生児・低体重児訪問：2,691件
赤ちゃん訪問：2,319件 継続 地域保健課 A

妊産婦訪問：1,683件
新生児・低体重児訪問：2,178件
赤ちゃん訪問：1,972件 継続 地域保健課

A

1歳6か月児健康診査：総受診者数5,037人、健診率
96.1％
3歳児健康診査：総受診者数5,261人、健診率94.1％

継続 地域保健課 A

1歳6か月児健康診査：総受診者数4,516人、健診率
96％
3歳児健康診査：総受診者数4,685人、健診率92.5％

継続 地域保健課

A

母子健康相談（地区）：延参加者数1,886人
母子健康相談（窓口）：面接延数3,854人、電話延数
1,021人 継続 地域保健課 A

母子健康相談（地区）：延参加者数1,426人
母子健康相談（窓口）：面接延数3,044人、電話延数
1,091人 継続 地域保健課
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（計画策定時の）施策の方向性
整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状

107 2 5

９．障害の早期発見の推進 ④４か月健康相談での全数把握に努めているほか、各保健
センター・船橋市駅前総合窓口センター・市役所にて、随
時育児についての相談を受け付けています。また、精神科
医師、臨床心理士などによる育児ストレス相談についても
実施しています。乳児の全数把握により、疾病や障害の早
期発見・治療や療育機関との連携を図っています。

④４か月児健康相談、育児ストレス相談を行います。

108 2 5

９．障害の早期発見の推進 ⑤健康診査及び健康相談により障害及びその疑いがある場
合には、家庭へ訪問し、個々の状況に合わせた支援を関係
機関と連携しながら行っています。

⑤家庭訪問事業を実施します。

109 2 5

９．障害の早期発見の推進 ⑥１歳６か月児健診事後指導教室である「ひよこ教室」に
おいて親子で一緒に遊ぶ体験を通して、子どもとの接し方
や親子関係の改善を図り、子どもの発達を促しています。

⑥ひよこ教室の実施を通じて子どもの発達を促しながら、関係機関との連携を深め、より高い支援を実
施します。

110 2 5

１０．早期療育の推進 早期発見された障害及びその疑いのある子どもの早期療育
促進を図っています。

早期療育を行う体制の整備を図ります。

111 2 5

１１．長期療養児育成指導の推進 小児喘息等、長期療養を必要とする子どもとその家族に対
する講座を開催することにより、治療方法のみでなく、養
育に必要な情報提供・精神的支援を行い、また家族相互の
交流を図っています。

長期療養児のための健康講座を行います。

112 2 5

１２．乳幼児発達相談指導の充実 低体重児で出生したことによる将来的な発育・発達のリス
クを早期に発見又は治療に繋げるため、出生時に低体重や
成長発達期に身体機能面に不安のある子どもに対し、小児
科医・整形外科医による療育相談を行っています。

乳児発達相談指導の充実を図ります。
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　　【第２章保健・医療】　令和元年度進捗状況
今後の 今後の

評価 実績（平成30年度） 方向性 評価 実績（令和元年度） 方向性
進捗状況（令和元年度）進捗状況（平成30年度）

担当課 担当課

A

4か月児健康相談：延受講者数4,325人
育児ストレス相談：精神科医9人、心理相談員21人

継続 地域保健課 A

4か月児健康相談：延相談者数4,049人
育児ストレス相談：精神科医7人、心理相談員14人

継続 地域保健課

A

母子家庭訪問：延訪問指導者数4,918人

継続 地域保健課 A

母子家庭訪問：延訪問指導者数4,510人

継続 地域保健課

A

親子教室：延参加者数1,602人

継続 地域保健課 A

親子教室：延参加者数1,200人

継続 地域保健課

A

外来グループ療育全体を、発達障害のある子どもやその
保護者のニーズに柔軟に対応できるよう調整・構築する
ことを目的とし、外来グループ療育連絡会を平成27年
度から発足させた。

継続 療育支援課 A

外来グループ療育全体を、発達障害のある子どもやその
保護者のニーズに柔軟に対応できるよう調整・構築する
ことを目的とし、外来グループ療育連絡会を平成27年
度から発足させた。

継続 療育支援課

A

慢性疾病を持つ子とその保護者等の講演と交流会：参加
者数22人。

継続 地域保健課 A

慢性疾病児とその保護者等のための講演と交流会：参加
者数19人

継続 地域保健課

完了

母子手帳交付時や4か月児健康相談などで必要な相談を
受けられているため、平成３０年度より廃止。

完了 地域保健課 完了

母子手帳交付時や4か月児健康相談などで必要な相談を
受けられているため、平成３０年度より廃止。

完了 地域保健課
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